
「平成26年10月１日現在人口」まで 「平成28年10月１日現在人口」以降

日
本
人

都道府県・年齢※１・男女 都道府県・年齢※１・男女

外
国
人

全国・年齢※１・男女 都道府県・年齢※１・男女

日
本
人

都道府県・年齢※２・男女 都道府県・年齢※１・男女

外
国
人

－ 都道府県・年齢※１・男女

人
口
移
動
報
告

住
民
基
本
台
帳

出
入
国
管
理
統
計

 
論点に対する回答について 

 

 

１ 第Ⅱ期基本計画における指摘事項への対応について 

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 26年３月 25日閣議決定。以下「第Ⅱ期基本計 

画」という。）では、「現在推計人口の基幹統計化について、集計の充実に向けて都道府県間移 

動等に係る外国人人口に関する新たな推計方法の検討を推進し、結論を得る」とされていると 

ころ、どのような対応を行ったのか。 

 

＜回答＞ 

人口推計の集計体系は「各月１日現在人口」、「各年 10 月１日現在人口」、「補間補正人口」となる

が、このうち「各年 10 月１日現在人口」における「都道府県別年齢５歳階級別人口」については、

「住民基本台帳人口移動報告」（総務省）の平成 22年結果から、日本人の都道府県間移動に係る年齢

別データが得られることとなった。一方、外国人については、住民基本台帳の対象に新たに加えるこ

との検討が行われていたところであり、外国人の都道府県間移動に関するデータは得られていなかっ

た。 

 

その後、平成 24年７月には住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）が改正され、住民基本台帳

の対象に新たに外国人が加わったことにより、外国人住民に対して住民票が作成され、25 年７月か

らは住民基本台帳ネットワーク等についての運用が開始された。これに伴い、平成 26年度以降、「出

入国管理統計」（法務省）においては、外国人の都道府県別出入国者データ、「住民基本台帳人口移動

報告」（総務省）においては、外国人の都道府県間転出入者データが利用可能となった。（別紙参照）              

 

＜住民基本台帳法改正に伴う人口推計を作成するために用いる情報の変更内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

注１）平成27年10月１日現在の人口は国勢調査の結果による。 

注２）「平成26年10月１日現在人口」までの外国人の都道府県別データについては、「出入国管理統計」 

（法務省）及び「在留外国人統計」（法務省）をもとに、在留外国人統計の都道府県別増減数の構成 

比により推計している。 

注３）※１は各歳、※２は５歳階級。 

「住民基本台帳人口移動報告」（総務省）の日本人データは、推計方法の検討に伴い、使用する年齢 

区分を変更。 
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前年10月１日現在 出生児数 死亡者数 入国者数 出国者数 転入超過数 国籍異動人口

県、各歳人口 ＋ 県 － 県、各歳 ＋ 県、各歳 － 県、各歳 ＋ 県、各歳 ＋ 県、各歳

日本人人口 日本人 日本人 日本人 日本人 日本人 日本人

前年10月１日現在 出生児数 死亡者数 入国者数 出国者数 転入超過数 国籍異動人口

県、各歳人口 ＋ 県 － 県、各歳 ＋ 県、各歳 － 県、各歳 ＋ 県、各歳 ＋ 県、各歳

外国人人口 外国人 外国人 外国人 外国人 外国人 外国人

当年10月１日現在

＝ 県、各歳人口

日本人人口

当年10月１日現在

＝ 県、各歳人口

外国人人口

都道府県別人口

総人口、日本人人口

当年10月１日現在

全国、各歳人口

総人口、日本人人口

当年10月１日現在

当年10月１日現在

県、５歳階級別人口

総人口、日本人人口

外国人の都道府県間移動に係るデータが利用可能となったことから、平成 27 年度にかけて都道府

県別集計の推計方法及び集計事項の検討を行い、①データを追加することによる推計方法の検証を行

ったこと、②人口推計は５年ごとに行われる国勢調査の確定人口を基準人口としていることから、平

成 27 年国勢調査人口を基準とする「平成 28年 10月１日現在人口」（平成 29年４月公表予定）の推

計から「都道府県別年齢５歳階級別日本人人口」を追加することとした。（図３参照） 

※「各月１日現在人口」及び「補間補正人口」の集計事項について変更はない。 

 

 

図１ ＜推計の基本式（各年 10月１日現在人口）＞ 【全国及び都道府県】 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

②  

③  

※のデータについては、現行の推計では「全国各歳人口」及び「都道府県別人口」をもとに推計しているが、

住民基本台帳法改正に伴い「出入国管理統計」の外国人の都道府県別出入国者データ、「住民基本台帳人口

移動報告」の外国人の都道府県間転出入者データが利用可能となったため、これまで行っていた推計が不要

となった。 

※ 
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２ 基幹統計としての指定の範囲（集計事項）について 

（１）現行のそれぞれの集計表は、どのような考え方（必要性）により設定しているのか。 

（２）平成28年10月１日現在人口から新たに集計項目を追加する理由及び背景事情は何か（前記１

とも関連）。 

（３）人口推計の利活用について、個別具体的には、どのように利活用されているのか。さらに、新

たな推計方法によって得られる情報との関係で、その前後での利活用面で、更に充実化が図られ

るといった点はないか。 

 

＜回答＞ 

（１） 人口推計では国勢調査の間の人口について、最新の状態を明らかにすることを目的としており、

その推計範囲（集計事項）としては、行政上又は各種の統計分析上の基礎資料として欠かせない、

総数、男女別、年齢別、都道府県別など人口に関する基本的な事項について作成することとしてい

る。（諮問資料【参考資料１】（作成方法通知書（案）（※）参照） 

  ※ 統計法（平成19年法律第53号）第26条第１項の規定に基づき作成しているもの。 

 

各月１日現在人口は、概算値（当月分）と確定値（５か月前分）として全国値を公表している。 

各月１日現在人口の概算値は、速報性を重視し前年同月等の異動人口のデータを用いて、最新の         

人口を推計したものであり、また、確定値は、異動人口の確定したデータを用いて推計したもので

あり、それぞれ用途に合わせて利用されている。例として、概算値は、毎月実施される「労働力調

査」（総務省）のベンチマーク人口として、また、確定値は、「人口動態統計（概数）」（厚生労働省）

における諸率の分母人口として利用されている。 

 

各年 10 月１日現在人口は、各月１日現在人口の区分よりも詳細な区分（全国値の年齢各歳別や

都道府県別など）で集計をしており、行政施策上の基礎データ、各種白書等の年次報告、その他各

方面で利用されている。 

 

補間補正人口は、国勢調査結果を基に国勢調査実施年の間の各月（各年）の人口推計について 

過去５年分を遡って補正したものであり、最終的な我が国の各年、各月の人口の時系列データとな

るものである。 

 

また、人口増減率や都道府県別人口の割合などについては、ユーザーの関心が高いことから、そ 

の利活用に供するため作成し提供しているものである。 

 

（２） 「１ 第Ⅱ期基本計画における指摘事項への対応について」の回答を参照願いたい。 

 

（３） 「国民経済計算」（内閣府）では、家計最終消費支出を推計するための「世帯数」の算出に各月１ 

日現在人口が利用されている。（図４参照） 

「簡易生命表」（厚生労働省）については、年齢別死亡率の算出などに各年10月１日現在人口の日 

本人人口が利用されている。（図５参照） 

 「国際通貨基金（IMF）の「特別データ公表基準（SDDSプラス）」に対応する項目として、各月１ 

日現在人口の確定値及び概算値を提供している。（図６参照） 
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。
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また、合計特殊出生率（厚生労働省）を算出するため、人口推計の年齢別人口が分母人口として 

利用されている。 

これまで、都道府県別の合計特殊出生率については、国勢調査が実施された年は、分母の女性人 

口には国勢調査による日本人人口が用いられ、国勢調査が実施されない年は、人口推計による総人

口が用いられてきた。 

今回、人口推計において「都道府県別年齢別日本人人口」を新たに公表することにより、厚生労 

働省では、人口推計による都道府県別日本人人口を分母に用いる予定としており、より精度の高い

合計特殊出生率の算出が可能となると考えられるところ。（図７参照） 

 

   図７ 合計特殊出生率の基礎資料として利用（概要） 
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３ 統計の公表予定について 

（１）各月１日現在人口（概算値は当月分、確定値は５か月前分を公表）について、確定値の公表

までに５か月を要する理由は何か。 

（２）各年10月１日現在人口（翌年４月に公表）について、公表までに６か月を要する理由は何か。 

 
＜回答＞ 

（１）各月１日現在人口は、国勢調査の確定人口を基準人口として、その後の１か月間の自然動態、

社会動態及び国籍異動による異動人口を求め、これを加減することにより算出している。 

 

諮問資料【参考資料１】（作成方法通知書（案））抜粋 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

算出には、人口動態統計、出入国管理統計、官報による帰化人口を用いているが、このうち、

出入国管理統計による日本人出入国者については、法務省からのデータの受領が調査月の２か月

後であり、その後、国勢調査における常住人口の定義（我が国に３か月以上にわたって住んでい

る）に合わせて３か月間の入国の有無を確認しているため、公表に５か月を要している。（図８

参照） 

また、概算値については、データが確定しない月は前年同月値を用いることで最新推計月の人

口を算出している。 

 

図８ 日本人出国者数の算出スケジュール（概要） 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）各年10月１日現在人口の推計については、全国及び都道府県別の詳細な推計結果を取りまと 

める期間として更に１か月必要となっており、公表までに６か月を要している。 
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４ 基幹統計として指定する統計の名称について 

従来、統計の名称を「人口推計」としてきた経緯はどのようなものか。また、第Ⅱ期基本計画に記

載されている「現在推計人口」との関係でどのように考えるか。 

 

＜回答＞ 

「人口推計」は国勢調査の間の人口について、最新の状態を明らかにすることを目的として、大正９

年に実施された第１回国勢調査以降の各年の人口の推計を行っており、当初より、推計によって得られ

る統計全体を意味する名称として「人口推計」を用いてきており、この名称については、現在の人口と

いう意味が概念的に含まれていると考えている。 

 

なお、この背景としては、大正 11年 10月 30日勅令第 462号で統計局官制が公布、翌年４月に審査

課及び国勢調査課の司掌事務が改正となり、審査課の所掌が「二、人口推計ニ関スル事項」とされたこ

とにより、それ以降、国勢調査の中間において他の統計から現在人口を推計する作用及びその結果の総

体を指す用語として、一貫して「人口推計」を用いてきているものである。 
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